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１．経営成績 

（1）経営成績に関する分析 

①当連結会計年度の概況 

 当連結会計年度の日本経済は、年初から、中国の景気減速や中東情勢の緊迫などを背景に円高、

株安が進んだことや、平成 28 年 4 月に発生した熊本地震などにより先行きの不透明感が強まる展

開でのスタートとなりました。そのため、年初から年央にかけては、企業収益の悪化や、個人消費

も一部で足踏み感がみられたものの、その後は、政府による各種経済対策効果や、企業における老

朽化設備更新需要の発生、人手不足を背景とした雇用所得環境の改善などが景気下支えに作用した

ことに加え、米国景気の回復への期待感の高まりにより、景気は緩やかな回復基調が続いておりま

す。ただし、米国新政権の政策が世界に与える影響や英国のＥＵ離脱に向けた動きなど、今後も海

外経済の不確実性や金融資本市場の変動の影響に留意が必要な状況にあります。 

 福井県内経済におきましては、北陸新幹線県内延伸に向けた機運が高まるにつれ、これに向けた

観光・まちづくりの取組みがより一層活発化しております。また、平成 30年 9月に開催される「福

井しあわせ元気国体」に向け、関連施設の整備など準備が着実に進められております。こうした中、

需要面では所得環境の改善などから個人消費が緩やかに持ち直しているほか、供給面でも企業の生

産活動で主力の電子部品・デバイスが年を通して高水準の生産を維持するなどから、県内景気は概

ね緩やかな回復を続けていくものと見られております。一方、複数の原子力発電所が立地する嶺南

地域の経済動向につきましては、引き続き注視が必要な状況にありますが、平成 28年 12月に北陸

新幹線敦賀以西のルートが「小浜・京都ルート」に決定するなど、経済環境の改善に向け期待感が

膨らむ状況にあります。 

 

以上のような状況のなかで、当連結会計年度の当行及び連結子会社７社の連結ベースでの業績は、

次のとおりとなりました。 

損益状況につきましては、経常収益は、貸出金利息及び株式等売却益が減少したことなどから、

前年度比２６億９１百万円減少して、４４６億８３百万円となりました。また、経常費用は、国

債等債券売却損及び貸倒償却引当費用が増加したことなどから、前年度比２１億１１百万円増加し

て３７０億４百万円となりました。 

したがいまして、経常利益は、前年度比４８億３百万円減少して、７６億７９百万円となり、親

会社株主に帰属する当期純利益は、上記要因に加え、過年度において親会社株主に帰属する当期純

利益から非支配株主に帰属する当期純利益への配分が過少に計上されていたものを、当期に一括して

修正処理したことから、前年度比３１億１９百万円減少して、４１億８４百万円となりました。 

報告セグメントごとの業績につきましては、「銀行業」で６７億９０百万円、「リース業」で４億

１７百万円のセグメント利益を計上いたしました。 

②次期の見通し 

当行グループの平成 30 年 3 月期通期の業績につきましては、経常収益４１８億円、経常利益  

６４億円、親会社株主に帰属する当期純利益４３億円を予想しております。また、当行単体では、

経常収益３３８億円、経常利益５２億円、当期純利益４２億円を予想しております。 

なお、上記の業績予想につきましては、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作

成したものであり、実際の業績は今後様々な要因によって異なる結果となる可能性があります。 

 

 

（2）財政状態に関する分析 

①主要勘定の状況 

主要勘定につきましては、譲渡性預金を含めた預金等は、法人・個人・公金預金がいずれも順調

に推移したことから、期中９３５億円増加して期末残高は２兆２，４５１億円となりました。貸
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出金は、消費者ローンを含む中小企業等向け貸出及び地公体向け貸出が順調に推移したこと

などから、期中１７７億円増加して期末残高は１兆５，９１８億円となりました。有価証券は、

市場動向を注視しつつ運用管理に努めた結果、期中２１７億円減少して期末残高は６，３６６億円

となりました。 

②キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度のキャッシュ・フローは、次のとおりとなりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度の営業活動においては、預金の増加及び借用金の増加を主因に、１，３９７億

円の収入となりました。また、前年度比では、１，１５２億円の増加となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度の投資活動においては、有価証券の取得による支出及び固定資産の取得による支

出が、有価証券の売却及び償還による収入を上回ったことを主因に、４億円の支出となりました。

また、前年度比では、３１１億円の増加となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度の財務活動においては、非支配株主への払戻による支出及び配当金の支払等に

より、１４５億円の支出となりました。また、前年度比では、３１億円の減少となりました。 

 以上の結果、期末の現金及び現金同等物の残高は、期中１，２４７億円増加して２，９５１億円

となりました。 

 

（3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

（剰余金の配当の決定に関する方針） 

当行は、リスクに見合った十分な自己資本を確保しつつ業績を上げ、安定的・継続的に配当を行

うことに加え、業績に連動した利益配分を実施することを基本方針としています。 

具体的には、1株当たり年間 5円（中間配当及び期末配当の年 2回）の安定配当に業績連動配当

を合わせた配当性向を 20％程度とすることを目途として取締役会において配当を決定いたします。

なお、各期の具体的な業績連動部分の配当金につきましては、その時々の経済情勢、財務状況等を

勘案し、各期の業績が明らかになった時点で決定いたします。 

内部留保金につきましては、株主価値の向上につなげるべく、システムや店舗などインフラの整

備・強化に投資し、強固な経営体質の構築に努めてまいります。 

（当期の配当） 

当期の配当につきましては、上記の基本方針に基づき、1 株当たり 2 円 50 銭を期末配当として

実施することを平成 29年 5月 12日開催の取締役会において決議いたしました。 

したがって、すでに実施しております中間配当 2 円 50銭と合わせた年間配当は 1株当たり 5円

となります。 

（次期の配当） 

次期の配当につきましては、上記の基本方針と次期業績予想に基づき、中間配当の 2 円 50銭と

合わせ、年間配当は 5円の予定です。 

 

 

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方 

 当行グループは、日本国内を中心に業務を展開しており、また、連結財務諸表の期間比較可能性

等も考慮し、当面は日本基準で連結財務諸表を作成する方針であります。 

なお、ＩＦＲＳ（国際財務報告基準）の適用につきましては、今後の国内外の諸情勢を考慮の

上、適切に対応していく方針であります。 
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（5）継続企業の前提に関する注記 

該当事項はありません。 

 

（6）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

 (会計方針の変更） 

  （平成 28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用） 

 国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、「平成 28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に

関する実務上の取扱い」（実務対応報告第 32号 平成 28年６月 17日）を当連結会計年度に適用し、

平成 28 年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額

法に変更しております。  

 なお、この変更による当連結会計年度の損益に与える影響は軽微であります。 

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更） 

（有形固定資産の減価償却方法の変更） 

 当行の有形固定資産は、従来、定率法(ただし、平成 10 年４月１日以後に取得した建物(建物附

属設備を除く。)及びリース資産は定額法)を採用しておりましたが、当連結会計年度より定額法に

変更しております。 

 当行は、前期よりスタートした「中期経営計画－Create Chance Create Future」において、営

業強化や顧客利便性の向上を目的とした営業チャネルの進化に取り組むこととしております。具体

的には、本店・事務センターの建替え・店舗網見直しによる店舗新築やＡＴＭ等の更改等を予定し

ており、中期経営計画２年目となる当期から本格的に実施されていきます。そこでこれらの投資案

件について、投資形態の在り方も含め総合的に検討を行った結果、当行の営業用店舗等及び事務機

器等は長期安定的に使用され、その使用価値は存続期間を通じて概ね一定であるため、使用実態に

合わせて減価償却方法を定額法へ変更することが、経営の実態をより適切に反映するものと考え、

今回の変更判断に至りました。 

 この変更により、従来の方法によった場合に比べて、当連結会計年度の経常利益及び税金等調整

前当期純利益はそれぞれ 221百万円増加しております。 

  

（7）追加情報 

  （「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」の適用） 

 「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月

28日）を当連結会計年度から適用しております。 

 

（8）連結財務諸表に関する注記事項 

（セグメント情報） 

当連結会計年度（自平成 28年 4 月 1日 至平成 29年 3月 31日） 

①報告セグメントの概要 

当行グループの報告セグメントは、当行グループの構成単位のうち分離された財務諸表が入手

可能であり、執行役の合議の場である経営会議などの各会議が、企業集団として経営資源の配分

の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象としているものであります。 

当行グループは、銀行業務（ローン等にかかる信用保証業務やクレジットカード業務など銀行

業務を補完・強化する業務を含む）を中心に、リース業務、その他当行グループ運営にかかる業

務を行っており、銀行業務を中心とするこれら事業の強化を目的として、当行においては本部各

グループあるいは営業店ではエリアごとに、また、連結子会社においては個々の連結子会社ごと

に、それぞれの行う事業について事業計画を立案し事業活動を展開しております。 
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したがって、当行グループは、当行及び連結子会社各社の行う事業を基礎とした事業別のセグ

メントから構成されており、「銀行業」、「リース業」の２つを報告セグメントとしております。 

「銀行業」は、預金業務、貸出業務、内国為替業務等の銀行業務及び信用保証業務やクレジッ

トカード業務等の銀行業務を補完・強化する業務であり、「リース業」は産業機械、電子計算機

及び事務用機器等のリース業務であります。 

 

②報告セグメントごとの経常収益、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理方法は、連結財務諸表の作成方法と同一であります。 

報告セグメントの利益は、経常利益ベースの数値であります。セグメント間の内部経常収益は、

第三者間取引価格に基づいております。 

 

③報告セグメントごとの経常収益、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

                                        （単位：百万円） 

 報告セグメント 
その他 合計 

銀行業 リース業 計 

経常収益      

外部顧客に対する 

経常収益 
37,079 7,297 44,377 306 44,684 

セグメント間の内部 

経常収益 
178 412 591 629 1,220 

計 37,258 7,710 44,968 935 45,904 

セグメント利益 6,790 417 7,207 389 7,597 

セグメント資産 2,594,380 18,960 2,613,340 909 2,614,250 

セグメント負債 2,474,904 13,652 2,488,557 169 2,488,727 

その他の項目      

減価償却費 924 7 932 7 939 

資金運用収益 24,502 499 25,002 329 25,332 

資金調達費用 1,504 78 1,583 0 1,583 

貸倒引当金戻入益 － 0 0 － 0 

貸倒引当金繰入額 784 － 784 0 785 

貸出金償却 440 － 440 － 440 

有形固定資産及び 

無形固定資産の増加額 
2,805 10 2,815 － 2,815 

  （注）１．一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。 

 ２．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、コンピュータ関連業

務、投資業を含んでおります。  
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④報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異調整に関

する事項） 

（ｱ）報告セグメントの経常収益の合計額と連結損益計算書の経常収益計上額 

                                                     （単位：百万円） 

経常収益 金額 

報告セグメント計 44,968 

「その他」の区分の経常収益 935 

セグメント間取引消去 

貸倒引当金戻入益の調整額 

△1,220 

△0 

連結損益計算書の経常収益 44,683 

（注）一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。また、差異調整につきましては、経

常収益と連結損益計算書の経常収益計上額との差異について記載しております。 

 

（ｲ）報告セグメントの利益の合計額と連結損益計算書の経常利益計上額 

                            （単位：百万円） 

利益 金額 

報告セグメント計 7,207 

「その他」の区分の利益 389 

セグメント間取引消去 82 

連結損益計算書の経常利益 7,679 

 

（ｳ）報告セグメントの資産の合計額と連結貸借対照表の資産計上額 

                            （単位：百万円） 

資産 金額 

報告セグメント計 2,613,340 

「その他」の区分の資産 909 

セグメント間取引消去 △14,631 

連結貸借対照表の資産合計 2,599,619 

 

（ｴ）報告セグメントの負債の合計額と連結貸借対照表の負債計上額 

                            （単位：百万円） 

負債 金額 

報告セグメント計 2,488,557 

「その他」の区分の負債 169 

セグメント間取引消去 △13,200 

連結貸借対照表の負債合計 2,475,527 
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（ｵ）報告セグメントのその他の項目の合計額と当該項目に相当する科目の連結財務諸表計上額 

                                        （単位：百万円） 

その他の項目 報告セグメント計 その他 調整額 
連結財務諸表 

計上額 

減価償却費 932 7 △103 835 

資金運用収益 25,002 329 △434 24,897 

資金調達費用 1,583 0 △406 1,177 

貸倒引当金戻入益 0 － △0 － 

貸倒引当金繰入額 784 0 △0 784 

貸出金償却 440 － － 440 

有形固定資産及び 

無形固定資産の増加額 
2,815 － △3 2,812 

（注）調整額は、セグメント間取引消去であります。 

 

 

 

（１株当たり情報） 

 

当連結会計年度 

自 平成28年4月 1日 

至 平成29年3月31日 

１株当たり純資産額 505円49銭 

１株当たり当期純利益金額 17円59銭 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益金額 
17円52銭 

 

 (注)１ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、次のとおりであります。 

 
当連結会計年度 

（平成29年3月31日） 

純資産の部の合計額 百万円 124,092 

純資産の部の合計額から控除する金額 百万円 4,431 

うち新株予約権 百万円 205 

うち非支配株主持分 百万円 4,226 

普通株式に係る期末の純資産額 百万円 119,660 

１株当たり純資産額の算定に用いられ

た期末の普通株式の数 
千株 236,719 
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 2 １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基

礎は次のとおりであります。 

 

当連結会計年度 
自 平成28年4月 1日 
至 平成29年3月31日 

１株当たり当期純利益金額 

親会社株主に帰属する当期純利益 百万円 4,184 

普通株主に帰属しない金額 百万円 － 

普通株式に係る親会社株主に 

帰属する当期純利益 
百万円 4,184 

普通株式の期中平均株式数 千株 237,860 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 

親会社株主に帰属する当期純利益 

調整額 
百万円 － 

普通株式増加数 千株 984 

うち新株予約権 千株 984 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり当期純利益の算定に含

めなかった潜在株式の概要 

 － 

 

 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 
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５．その他 

（役員の異動） 

平成２９年５月１２日 別途開示 
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６．補足情報（その１）

≪平成28年度決算の概要≫

（１）総括

○連結決算の損益は次のとおりとなりました。

経常収益 百万円 (前年度比 百万円）

経常利益 百万円 (前年度比 百万円）

親会社株主に帰属する当期純利益

百万円 (前年度比 百万円）

○当行単体の損益は次のとおりとなりました。

経常収益 百万円 (前年度比 百万円）

コア業務純益 百万円 (前年度比 百万円）

経常利益 百万円 (前年度比 百万円）

当期純利益 百万円 (前年度比 百万円）

○連結自己資本比率は9.66％,単体自己資本比率は9.39％となりました。

○金融再生法開示債権(単体)は、前年度末比3,306百万円減少して36,117百万円となりました。

①損益の概要

【連結】

【単体】

②自己資本比率

③金融再生法開示債権　【単体】

増　減

（Ａ）

29年3月末

（Ｂ）

9.66        

（Ｂ）

7,151       

増　減

△ 5,456    

△ 0.85     

29年3月末

△ 2,019    

（Ａ）

△ 0.94     

△ 1,358    4,688       

連 結 自 己 資 本 比 率

△ 2,691

△ 4,803

△ 3,119

△ 2,019

27年度

△ 3,976

△ 1,358

△ 5,456

（Ａ） （Ｂ）

28年度

5,132

44,683

7,679

4,184

36,148

4,688

6,167

単 体 自 己 資 本 比 率

（Ａ）

金 融 再 生 法 開 示 債 権 合 計

28年3月末

9.39        

28年3月末

10.24       

10.60       

増　減

△ 3,306    36,117      39,424      

(△0.22%)(2.23%)（ 不 良 債 権 比 率 ） (2.45%)

経 常 収 益

経 常 利 益

親会社株主に帰属する当期純利益

経 常 収 益

経 常 利 益

当 期 純 利 益

コ ア 業 務 純 益

27年度 28年度

47,375      

12,482      

7,304       4,184       

7,679       

44,683      

11,623      

5,132       

（Ｂ）

6,167       

40,124      

6,046       

36,148      

（百万円）

増　減

（Ｂ）－（Ａ）

（Ｂ）－（Ａ）

（％）

（百万円）

（Ｂ）－（Ａ）

（Ｂ）－（Ａ）

△ 4,803    

△ 2,691    

△ 3,119    

（百万円）

△ 3,976    
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（２）損益　【単体】

○

○

○

○

○

○

（注）コア業務純益 ＝ 業務純益 ＋ 一般貸倒引当金繰入額 － 債券関係損益

10,154      

△ 1,469    

11,623      

△ 3,086    

7,151       

3,002       

うち個別貸倒引当金繰入額

( 貸 倒 償 却 引 当 費 用 ① ＋ ② )

△ 3,843    

31          

6,167       

-           

1,177       

法 人 税 等 合 計

当 期 純 利 益

1,293       

10          

△ 5,456    

△ 3,992    

1,464       

△ 966      

5,132       

1,029       

6,161       

△ 5        

△ 1,972    

1,310       

1,293       

△ 264      338         602         

6,180       

-           

6,046       

2,112       

△ 712      

654         

15          

△ 768      

△ 1,612    

△ 656      

△ 1,358    

1,599       

③ う ち 貸 倒 引 当 金 戻 入 益

15          

2,881       

712         

523         

業 務 純 益

（ う ち 債 券 関 係 損 益 ）

う ち 貸 出 金 償 却

10,932      

20,881      

27年度

-           

コ ア 業 務 純 益 ※

① 一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 額

② う ち 不 良 債 権 処 理 額

（Ａ）

406         

523         

8,925       

27,061      

23,690      

133         

441         

経費は、システム関係費用や外形標準課税の増加を主因に前年度比231百万円の増加とな
りました。

臨時損益は、与信関係費用の増加（戻入益の減少）を主因に、前年度比3,843百万円減少
して1,599百万円となりました。

120         

そ の 他 業 務 利 益

特別損益は、固定資産の減損損失が減少したことなどから、前年度比1,464百万円増加し
て5百万円の損失となりました。

資 金 利 益

経 費 ( 除 く 臨 時 処 理 分 )

う ち 人 件 費

う ち 物 件 費

増　減

25,801      

28年度

役 務 取 引 等 利 益

業 務 粗 利 益

（ 除 く 債 券 関 係 損 益 ）

△ 865      

△ 457      

この結果、経常利益は前年度比5,456百万円減少して6,167百万円となりました。

2,472       

10,912      

21,112      

△ 423      

△ 776      

上記の結果、当期純利益は前年度比2,019百万円減少して5,132百万円となりました。

416         

1,833       

9,045       

5,443       

△ 2,037    25,024      

（Ｂ） （Ｂ）－（Ａ）

△ 1,127    

△ 714      

臨 時 損 益

△ 19       

231         

△ 910      

4,567       

△ 656      

4,688       

22,976      

2,929       

26,928      

④ う ち 償 却 債 権 取 立 益

⑤うち偶発損失引当金戻入益

経 常 利 益

特 別 損 益

税 引 前 当 期 純 利 益

与信関係費用①＋②－③－④－⑤

う ち 株 式 関 係 損 益

業務粗利益につきましては、貸出金利息の減少や、国債等債券売却損が増加したことな
どから前年度比2,037百万円減少して25,024百万円となりました。

（百万円）

2,120       

△ 2,019    
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（３）預金・貸出金等　【単体】

○

○

○

①預金・貸出金 (末残)　【単体】

②預金・貸出金 (平残)　【単体】

③預り資産 (末残)　【単体】

（注）個人年金保険は、販売累計額を計上しております。

（４）有価証券の評価差額　【単体】

○ 有価証券の評価差額は、前年度末比8,059百万円減少して17,347百万円となりました。

評価差額　【単体】

（Ｂ）

28年3月末

（Ａ）

1,061       

投 資 信 託

個 人 年 金 保 険 （ 注 ） 1,392       

28年3月末 29年3月末

（Ｂ）

21,596      

4,802       

15,861      

15,615      

27年度

（Ａ）

（Ａ）

393         

22,539      

29年3月末

（Ｂ）

△ 8,059    17,347      

9,517       

△ 26       

1,473       

（Ｂ）－（Ａ）

（Ｂ） （Ｂ）－（Ａ）

22,356      

増　減

943         

118         

28年度 増　減

393         

170         16,031      

4,920       

増　減

貸出金は、消費者ローンを含む中小企業等向け貸出及び地公体向け貸出が順調に推移し
たことなどから、前年度末比170億円増加して期末残高は１兆6,031億円となりました。

預金（含む譲渡性預金）は、法人・個人・公金預金がいずれも順調に推移したことか
ら、前年度末比943億円増加して期末残高は２兆2,539億円となりました。

預り資産の期末残高につきましては、国債等公共債は339億円、投資信託は684億円とな
りました。

28年3月末 29年3月末

貸 出 金

う ち 消 費 者 ロ ー ン

預 金 ( 含 む 譲 渡 性 預 金 )

6,768       10,632      

9,425       

25,406      

貸 出 金

預 金 ( 含 む 譲 渡 性 預 金 )

有 価 証 券 計

16,009      

21,962      

公 共 債 ( 国 債 等 )

債 券

そ の 他

366         339         

5,349       

684         715         

株 式

80          

△ 31       

（Ａ） （Ｂ）－（Ａ）

△ 4,287    

△ 3,864    

92          

（百万円）

（億円）

（億円）

（億円）

増　減

（Ｂ）－（Ａ）
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（５）不良債権の状況　【単体】

○ 金融再生法開示債権は、前年度末比3,306百万円減少して36,117百万円となりました。

また、総与信に占める割合は、前年度末比0.22ポイント改善して2.23%となりました。

＜金融再生法開示債権＞

39,424      

2.45%       

1,605,045   

28年3月末 増　減

（Ｂ） （Ｂ）－（Ａ）（Ａ）

28,451      

9,064       

29年3月末

8,063       

27,826      

1,907       

△ 0.22%    

11,593      

△ 3,306    

△ 1,680    

△ 625      

△ 1,000    

227         

36,117      

1,616,639   

2.23%       

金 融 再 生 法 開 示 債 権 合 計

総 与 信 残 高 ( 末 残 )

総 与 信 残 高 比 合 計

破 産 更 生 債 権 及 び
こ れ ら に 準 ず る 債 権

危 険 債 権

要 管 理 債 権

（百万円）
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（６）平成30年3月期業績予想等

○

○

①業績予想

【連結】

【単体】

②配当金

（百万円）

（百万円）

29年9月期予想

第２四半期連結累計期間

16,800    

△ 2,883 

△ 1,279 

115      4,300    

6,400    

41,800   △ 2,106 

△ 2,089 

△ 2,242 

△ 2,348 

第２四半期累計期間 通期

3,600     

20,800    

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 ( 中 間 ) 純 利 益

2,100     

28年9月期比 30年3月期予想 29年3月期比

通期

△ 1,922 

△ 2,075 2,000     

3,000     △ 967   

△ 932   4,200    

経 常 利 益

当 期 ( 中 間 ) 純 利 益

１ 株 当 た り 配 当 金

経 常 利 益

経 常 収 益

経 常 収 益

2円50銭

平成30年3月期通期の業績につきましては、与信関係費用が減少（戻入益の増加）するも
のの、資金利益を厳しく見込んでいることや経費の増加が見込まれていることから、経
常収益は減収、経常利益につきましても減益を予想しております。

配当金につきましては、中間配当の2円50銭と合わせ、年間5円と見込んでおります。

5円00銭

29年9月期予想 28年9月期比 30年3月期予想 29年3月期比

平成30年3月期 (通期)

中間

5,200    

33,800   △ 2,095 
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７．補足情報（その２）

≪平成28年度決算資料≫

（１）損益状況　【単体】 （百万円）

国 内 業 務 粗 利 益
（ 除 く 債 券 関 係 損 益 ）

資 金 利 益
役 務 取 引 等 利 益
そ の 他 業 務 利 益
（ う ち 債 券 関 係 損 益 ）

資 金 利 益
役 務 取 引 等 利 益
そ の 他 業 務 利 益
（ う ち 債 券 関 係 損 益 ）

国 際 業 務 粗 利 益
（ 除 く 債 券 関 係 損 益 ）

う ち 債 券 関 係 損 益
業 務 純 益
① 一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 額

業務純益(一般貸倒引当金繰入前)

（Ｂ）－（Ａ）

業 務 粗 利 益
（ 除 く 債 券 関 係 損 益 ）

27年度 28年度 増　減

（Ａ） （Ｂ）

△ 2,037    25,024       27,061     

貸 出 金 償 却
② 不 良 債 権 処 理 額

債 権 売 却 損

う ち 減 損 損 失
う ち 固 定 資 産 処 分 損 益

特 別 損 益

(貸倒償却引当費用①＋② )
偶発損失引当金繰入額等

③ 貸 倒 引 当 金 戻 入 益

個 別 貸 倒 引 当 金 繰 入 額

そ の 他 臨 時 損 益
株 式 等 関 係 損 益

△ 982      
△ 928      
△ 3        
△ 70       
△ 19       

⑤ 偶 発 損 失 引 当 金 戻 入 益

税 金
物 件 費
人 件 費

経 費 ( 除 く 臨 時 処 理 分 )

臨 時 損 益
△ 910      

△ 1,612    
△ 656      

△ 1,358    
△ 2,268    

△ 133     
169        
72         

130         
120         

△ 19       
231         20,881     

272        

630          
339          
334          

2,856      
22,299     
25,161     
25,428     
26,928     25,801       

24,393       

2,402        
21,656       
24,053       

当 期 純 利 益
法 人 税 等 合 計

法 人 税 等 調 整 額
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業税

税 引 前 当 期 純 利 益

④ 償 却 債 権 取 立 益

経 常 利 益

△ 1,127    

△ 1,116     
△ 758       

69           
1,320        
1,747        

△ 1,002    
72          
62          

△ 643      
△ 1,107    
△ 1,034    

△ 453      

1,390      
1,766      
1,632      
267        

21,112       

416          
1,833        

10,912       
9,045        

△ 776       
4,567        
△ 656       
4,688        
3,911        
1,153        

133        
6,180      

-          
6,046      
6,180      
1,023      
8,925      

10,932     

5,443      

10          

△ 264      

△ 3,843    1,599        

338          

11,623     
1,754      

15         
2,881      
712        
523        
112        

4          

1,310       

6,167        
950          

31           

△ 712      

-          
406        
523        

602        

654         
6           
1           

1,293       

1,464       

1,029        
△ 452       
1,482        
6,161        

15           

2,112        

△ 5,456    
△ 803      

15          
△ 768      

9            
△ 5         

△ 1,044    
99          

-            
1,177        

118          
5            

1,293        

1,059      
△ 89      

△ 1,469   

△ 3,246    

△ 3,086   

7,151      
3,002      
2,793      

5,132        

△ 966       2,120       

△ 2,019    

△ 3,992    
208        

10,154     
1,273       

△ 1,972    

除く債券関係損益（＝コア業務純益）

与信関係費用①＋②－③－④－⑤
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（２）損益状況　【連結】

（注）連結粗利益＝（資金運用収益－資金調達費用＋金銭の信託運用見合費用）

＋（役務取引等収益－役務取引等費用）＋（その他業務収益－その他業務費用）

(連結対象会社数)

(参考)

（注）連結業務純益 ＝ 連結粗利益 － 営業経費(除く臨時処理分) － 一般貸倒引当金繰入額

（百万円）

（百万円）

（Ｂ） （Ｂ）－（Ａ）

28年度 増　減

（Ａ） （Ｂ） （Ｂ）－（Ａ）

連 結 業 務 純 益

持 分 法 適 用 会 社 数

連 結 子 会 社 数

貸 倒 償 却 引 当 費 用

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業税

個 別 貸 倒 引 当 金 繰 入 額
貸 出 金 償 却

税 金

経 常 利 益
そ の 他
株 式 等 関 係 損 益

連 結 粗 利 益 △ 1,979    27,674       29,653     

特 別 損 益
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益

親会社株主に帰属する当期純利益
非支配株主に帰属する当期純利益
当 期 純 利 益
法 人 税 等 合 計

法 人 税 等 調 整 額

償 却 債 権 取 立 益
貸 倒 引 当 金 戻 入 益

一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 額
偶 発 損 失 引 当 金 繰 入 額 等
そ の 他 の 債 権 売 却 損 等

資 金 利 益

役 務 取 引 等 利 益

そ の 他 業 務 利 益

物 件 費
人 件 費

経 費

27年度

7          

27年度

（Ａ）

24,547     

4,527      

578        

21,861     
11,824     

28年度 増　減

（Ａ） （Ｂ） （Ｂ）－（Ａ）

23,720       

4,210        

△ 257       

22,082       
11,805       

△ 826      

△ 317      

△ 835      

220         
△ 19       

8,979      
1,056      
571        
422        

9,090        
1,186        
1,349        

440          
1,502        

110         
129         
778         
18          

△ 242      
1,763      

12,482     

△ 717       
-            

2,126        
338          

1,502       
△ 30       

6           
△ 717      
△ 34       
△ 755      

118          

2,881      
581        

△ 790      
△ 4,803    

5            
112        

-          
34         

-          
36         

1,524       
△ 3,278    

1,187       
△ 2,921    
△ 1,733    
△ 1,544    

540        

972          
7,679        

2            
7,682        
1,671        
△ 289       
1,382        
6,299        

△ 1,522   
10,960     

484        
2,631      
3,115      
7,844      

1,574       2,114        
△ 3,119    

△ 1,502    6,315        7,817      

-          -            -           

-           7            

4,184        7,304      

27年度

増　減28年度
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（３）業務純益　【単体】

（４）利鞘　【単体】

①全店

②国内業務部門

※外部負債＝コールマネー＋売渡手形＋借用金

（５）ＲＯＥ　【単体】

（％）

（％）

（％）

（百万円）

増　減

△ 2,268    

△ 1,720    

6,180      

業務純益(一般貸倒引当金繰入前) 3,911        

4,557      

（Ａ）

4,567        △ 1,612    

27年度 28年度 増　減

（Ａ） （Ｂ） （Ｂ）－（Ａ）

2,836        

27年度 28年度 増　減

（Ａ） （Ｂ） （Ｂ）－（Ａ）

3,312        

（Ｂ）

経 費 率

外 部 負 債 利 回 ※

預 金 等 利 回

資 金 調 達 原 価 ( ② )

有 価 証 券 利 回

27年度 28年度

28年度 増　減

（Ａ） （Ｂ） （Ｂ）－（Ａ）

6,180      

職 員 一 人 当 た り ( 千 円 )

業 務 純 益

職 員 一 人 当 た り ( 千 円 )

4,557      

27年度

△ 1,245    

総 資 金 利 鞘 ( ① ) － ( ② )

経 費 率

外 部 負 債 利 回 ※

預 金 等 利 回

資 金 調 達 原 価 ( ② )

有 価 証 券 利 回

貸 出 金 利 回

資 金 運 用 利 回 ( ① )

総 資 金 利 鞘 ( ① ) － ( ② )

（Ｂ）－（Ａ）

1.01       1.06         0.05        

0.96       0.94         △ 0.02     

貸 出 金 利 回

資 金 運 用 利 回 ( ① ) △ 0.03     1.02         1.05       

1.19       1.08         △ 0.11     

0.95       0.94         △ 0.01     

0.09       0.08         △ 0.01     

0.03       0.02         △ 0.01     

0.12       0.08         △ 0.04     

0.94       0.94         0.00        

0.96       0.92         △ 0.04     

1.01       0.97         △ 0.04     

1.19       1.08         △ 0.11     

0.93       0.93         0.00        

0.05       0.05         0.00        

5.40       3.37         

0.03       0.01         △ 0.02     

0.10       0.01         △ 0.09     

△ 2.03     

当 期 純 利 益 ベ ー ス

業 務 純 益 ベ ー ス

( 一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 前 )

業 務 純 益 ベ ー ス

△ 1.83     

△ 1.47     

4.42         

3.93         

6.25       

5.40       

  100   
  )() (

  ROE 
２｝新株予約権期末純資産勘定－期末＋新株予約権期首純資産勘定－期首｛

利益
＝
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（６）有価証券関係損益　【単体】

○減損処理基準

減損処理

時価の下落率が30％以上 過去の一定期間の下落率及び当該発行会社の業績推移等を考慮し

50％未満の銘柄 たうえで価格回復の可能性が認められないものについて減損処理

（７）有価証券の時価評価　【単体】

○有価証券の評価基準

売買目的有価証券 時価法（評価差額を損益処理）

満期保有目的有価証券 償却原価法

その他有価証券 時価法（評価差額を全部純資産直入）

子会社株式 原価法

評価差額　【単体】

(注) １.「その他有価証券」については、期末に時価評価した価額を貸借対照表に計上しておりますので、

上記の表上の評価差額は、貸借対照表計上額と取得価額との差額を計上しております。

２.税効果を勘案した後の「その他有価証券評価差額金」は、平成28年3月末は17,980百万円、

平成29年3月末は12,405百万円であります。

評価差額

（百万円）

（百万円）

株 式 関 係 損 益

株 式 等 売 却 益

28年3月末 29年3月末

株 式 等 売 却 損

評価損

株 式 等 償 却

評価益 評価損

債 券 関 係 損 益

国 債 等 債 券 償 還 益

国 債 等 債 券 売 却 損

国 債 等 債 券 償 還 損

国 債 等 債 券 償 却

 評価差額

前期比

国 債 等 債 券 売 却 益

△ 910      △ 776       133        

1,069      1,265        196         

27年度 28年度 増　減

（Ａ） （Ｂ） （Ｂ）－（Ａ）

-          -            -           

-          -            -           

-          -            -           

936        2,042        1,106       

1,470      764          △ 706      

1          4            2           

602        338          △ 264      

2,075      1,107        △ 967      

合 計

そ の 他

債 券

株 式

その他有価証券

5,349    

9,425    

6,768   △3,864  10,705  

567     9,517   92  

1,270   1,061   △4,287  

2,707   

-       -      

25,406   

9,992   

10,632   

1,910   17,347  

17,347  

6,619   

25,406   27,317  △8,059  20,054  

493     

満 期 保 有 目 的 -      -      -      -      -      

27,317  

時価の下落率 減損処理基準

2,699   1,637   

72      

1,910   △8,059  20,054  

評価益

7,261   

2,707   

10,094  576     

時価の下落率が50％以上の銘柄
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（８）自己資本比率（国内基準）　【単体】【連結】

【単体】

【連結】

10.60%     

46,026     940        45,829     197        

((2)/(3))

((2)/(3))
10.24%     9.39%      

　((3)×4%)
44,771     45,720     

122,565    

△ 0.85%   10.32%     

　((3)×4%)
45,085     

948        

（A） （B） （B）－（A） （C） （B）－（C）

1,127,138  1,150,658  23,519     1,145,731  4,926      

9.66%      △ 0.94%   10.69%     △ 1.03%   

119,547    111,192    △ 8,354   

1,138,039  4,970      

114,705    107,366    △ 7,339   117,479    △ 10,113  

△ 0.93%   

28年3月末 29年3月末 増減 28年9月末 増減

45,521     198        

（百万円）

（百万円）

（B）－（C）

△ 11,372  

（C）（B）－（A）（B）（A）

増減28年9月末増減29年3月末28年3月末

1,119,295  1,143,009  23,713     

(2) 連結における自己資本の額

(3) リスク・アセットの額

(4) 連結総所要自己資本額

(1) 自 己 資 本 比 率

単体における自己資本の額(2)

(3)

(4)

リスク・アセットの額

単体総所要自己資本額

(1) 連 結 自 己 資 本 比 率
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（９）リスク管理債権の状況　【単体】【連結】

・部分直接償却を実施しております。

・未収利息不計上基準：自己査定における債務者区分が破綻懸念先、実質破綻先、破綻先である

　債務者に対する貸出金の未収利息を不計上としております。

【単体】

【連結】

貸 出 金 残 高 比 合 計 2.51%      2.31%      △ 0.20%   2.31%      0.00%      

貸出条件緩和債権額 0.11%      0.01%      △ 0.10%   0.12%      △ 0.11%   

３ｶ月以上延滞債権額 0.00%      0.00%      0.00%      0.00%      0.00%      

延 滞 債 権 額 2.32%      2.26%      △ 0.06%   2.14%      0.12%      

破 綻 先 債 権 額 0.06%      0.03%      △ 0.03%   0.03%      0.00%      

貸 出 金 残 高 ( 末 残 ) 1,574,065  1,591,806  17,741     1,599,012  △ 7,205   

リ ス ク 管 理 債 権 合 計 39,584     36,823     △ 2,761   37,054     △ 230     

貸出条件緩和債権額 1,826      202        △ 1,623   1,986      △ 1,784   

３ｶ月以上延滞債権額 81         24         △ 56      157        △ 132     

延 滞 債 権 額 36,623     36,051     △ 571     34,327     1,724      

2.45%      2.24%      △ 0.21%   2.24%      0.00%      

破 綻 先 債 権 額 1,054      544        △ 509     582        △ 38      

増減

（A） （B） （B）－（A） （C） （B）－（C）

28年3月末 29年3月末 増減 28年9月末

貸 出 金 残 高 比 合 計

0.12%      

0.00%      0.00%      0.00%      0.00%      0.00%      

1,586,129  1,603,187  17,057     1,610,912  △ 7,724   

△ 0.01%   0.02%      △ 0.04%   0.01%      0.05%      

△ 103     351        △ 618     247        865        

36,133     

1,986      △ 1,784   

38,905     36,058     △ 2,847   36,232     △ 174     

35,584     △ 548     33,737     1,846      

81         24         △ 56      157        △ 132     

1,826      202        

破 綻 先 債 権 額

2.27%      2.21%      △ 0.06%   2.09%      

△ 1,623   

0.11%      0.01%      △ 0.10%   0.12%      貸出条件緩和債権額

３ｶ月以上延滞債権額

延 滞 債 権 額

破 綻 先 債 権 額

貸 出 金 残 高 ( 末 残 )

貸出条件緩和債権額

３ｶ月以上延滞債権額

延 滞 債 権 額

増減28年9月末増減29年3月末28年3月末

（C）（B）－（A）（B）（A）

リ ス ク 管 理 債 権 合 計

（百万円）

（百万円）

（B）－（C）

△ 0.11%   
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（10）貸倒引当金の状況　【単体】【連結】
【単体】

【連結】

（11）リスク管理債権に対する引当率　【単体】

(①)

(②)

(③)

(③/①)

((②+③)/①)

（12）金融再生法開示債権　【単体】

（13）金融再生法開示債権の保全状況　【単体】

( 部 分 直 接 償 却 額 )

1,068      

27,162     22,786     △ 4,376   24,502     △ 1,716   

△ 1.14%   85.31%     △ 2.58%   84.17%     86.75%     保全率(保全額/開示債権額)

担 保 保 証 等

34,203     

7,040      7,614      574        6,546      

2.45%      2.23%      △ 0.22%   2.23%      

貸 倒 引 当 金

保 全 額 △ 647     

1.77%      1.72%      △ 0.05%   1.61%      0.11%      

0.11%      0.01%      △ 0.10%   0.13%      △ 0.12%   

29年3月末 増減 28年9月末 増減

（A） （B） （B）－（A） （C）

31,048     △ 3,802   30,400     

0.48%      △ 0.07%   0.49%      0.56%      

△ 3,306   36,394     △ 277     

1,605,045  1,616,639  11,593     1,627,019  △ 10,380  

(△ 710)(19,198)

27,826     △ 625     

総 与 信 残 高 ( 末 残 )

金融再生法開示債権合計

要 管 理 債 権

危 険 債 権

破 産 更 生 債 権 及 び
これらに準ずる債権

(△ 1,119)(18,488)(19,608)

18.00%     3.07%      

86.60%     84.19%     

39,424     36,117     

△ 2.41%   85.27%     △ 1.08%   

28年9月末 増減

（A） （B）

26,288     1,537      

1,907      227        △ 1,680   2,143      △ 1,916   

101        7,962      △ 1,000   8,063      

（C） （B）－（C）

28年9月末 増減

（A） （B） （B）－（A） （C） （B）－（C）

△ 174     36,232     △ 2,847   36,058     38,905     

26,958     22,757     △ 4,200   24,371     △ 1,613   

6,736      7,601      864        6,524      1,076      

28年3月末 29年3月末 増減

28年3月末 29年3月末 増減

28年3月末

リ ス ク 管 理 債 権 額

貸 倒 引 当 金

引 当 率

保 全 率

（B）－（A）

17.31%     21.07%     3.76%      

総 与 信 残 高 比 合 計

危 険 債 権

破 産 更 生 債 権 及 び
これらに準ずる債権

要 管 理 債 権

9,064      

28,451     

個 別 貸 倒 引 当 金 8,163      9,122      959        7,692      1,429      

一 般 貸 倒 引 当 金 8,437      7,719      △ 717     8,490      △ 770     

貸 倒 引 当 金 16,600     16,842     241        16,182     659        

28年9月末 増減

（A） （B） （B）－（A） （C） （B）－（C）

28年3月末 29年3月末 増減

8,803      △ 656     

個 別 貸 倒 引 当 金 6,754      7,595      841        6,224      1,370      

一 般 貸 倒 引 当 金

貸 倒 引 当 金 637        15,760     185        16,398     16,213     

9,459      9,536      △ 733     

28年3月末 29年3月末 増減 28年9月末 増減

（A） （B） （B）－（A） （C） （B）－（C）

担保等によるカバー分

（百万円）

（百万円）

（百万円）

（百万円）

（百万円）

（B）－（C）

0.01%      

0.00%      
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（14）業種別貸出金状況等
①業種別貸出金　【単体】

②業種別リスク管理債権　【単体】

そ の 他 6,031      5,709      △ 321     5,746      △ 37      

地 方 公 共 団 体 -          -          -          -          -          

そ の 他 サ ー ビ ス 業 6,933      5,835      △ 1,098   6,800      △ 965     

不動産業、物品賃貸業 4,309      3,436      △ 873     3,642      △ 206     

金 融 業 、 保 険 業 74         60         △ 14      62         △ 2       

卸 売 業 、 小 売 業 7,976      7,804      △ 172     7,631      172        

運 輸 業 、 郵 便 業 574        474        △ 99      406        67         

情 報 通 信 業 72         42         △ 30      43         △ 0       

電気・ガス・熱供給・水道業 -          2          2          2          △ 0       

4,317      △ 2,828   

（除く特別国際金融取引勘定）

建 設 業 5,698      8,295      2,596      5,148      3,147      

鉱業、採石業、砂利採取業 84         76         △ 7       87         △ 10      

28年9月末 増減

（A） （B） （B）－（A） （C） （B）－（C）

漁 業 3          -          △ 3       

36,232     

-          -          

6,659      △ 2,342   

農 業 、 林 業 1          5          3          1          3          

製 造 業 7,145      

28年3月末

国 内 店 分
38,905     36,058     △ 2,847   

92,511     90,373     △ 2,138   

そ の 他 494,333    506,015    11,682     

29年3月末 増減

161,521    152,415    △ 9,105   161,725    △ 9,309   

89,303     1,070      

268,535    278,645    10,110     276,008    2,636      

75,221     67,756     △ 7,464   76,501     △ 8,744   

164,625    168,236    3,611      171,279    △ 3,042   

△ 1,812   31,633     △ 1,752   

8,113      8,660      546        9,052      △ 392     

38,628     44,830     6,201      39,641     5,188      

1,610,912  17,057     1,603,187  

情 報 通 信 業

運 輸 業 、 郵 便 業

卸 売 業 、 小 売 業

金 融 業 、 保 険 業

不動産業、物品賃貸業

そ の 他 サ ー ビ ス 業

（除く特別国際金融取引勘定）

農 業 、 林 業

漁 業

鉱業、採石業、砂利採取業

建 設 業

電気・ガス・熱供給・水道業

製 造 業

国 内 店 分
1,586,129  

613        624        10         585        

23         18         

501,764    4,250      

198,519    200,000    1,480      206,259    △ 6,258   

地 方 公 共 団 体

38         

△ 5       19         △ 0       

5,679      3,663      △ 2,016   3,684      △ 21      

46,108     52,063     5,955      43,452     8,611      

31,693     29,881     

28年3月末 29年3月末 増減 28年9月末 増減

（A） （B） （B）－（A） （C） （B）－（C）

（百万円）

（百万円）

△ 7,724   

△ 174     
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③消費者ローン残高　【単体】

④中小企業等貸出金残高（末残）・比率　【単体】

（15）預金・貸出金等の状況
①預金・貸出金の残高　【単体】

②個人・法人別預金残高　【単体】

③預り資産残高　【単体】

（注）個人年金保険は、販売累計額を計上しております。

（B）－（C）

増減

投 資 信 託 71,586     68,486     △ 3,100   67,600     885        

28年3月末 29年3月末 28年9月末 増減

（A） （B） （B）－（A） （C）

個 人 年 金 保 険 （ 注 ） 139,268    147,354    8,086      144,197    3,157      

公 共 債 （ 国 債 等 ） 36,659     33,996     △ 2,663   35,101     △ 1,105   

38,040     1,430,975  31,042     

法 人 656,354    687,747    31,392     631,525    56,222     

28年3月末 29年3月末

個 人 1,423,977  1,462,017  

預 金 合 計 2,080,332  2,149,765  

（A）

69,433     2,062,501  87,264     

増減 28年9月末 増減

（B） （B）－（A） （C） （B）－（C）

1,561,574  1,600,922  39,347     1,598,784  2,137      〃 ( 平 残 )

1,586,129  1,603,187  17,057     1,610,912  △ 7,724   貸 出 金 ( 末 残 )

2,196,274  2,235,635  39,360     2,227,417  8,218      〃 ( 平 残 )

2,159,642  2,253,977  94,334     2,183,934  70,042     預金+譲渡性預金 ( 末 残 )

（B） （B）－（A）

145,099    150,954    5,855      149,075    1,879      〃 ( 平 残 )

79,310     104,211    24,901     121,433    △ 17,221  譲 渡 性 預 金 ( 末 残 )

中 小企業等貸出金比率

2,051,175  2,084,680  33,505     2,078,341  6,339      ( 平 残 )〃

（B）－（C）

2,080,332  2,149,765  69,433     2,062,501  87,264     預 金 ( 末 残 )

28年3月末 29年3月末 増減 28年9月末 増減

（A） （C）

そ の 他 ロ ー ン 残 高 20,649     24,102     3,453      22,436     

28年3月末 29年3月末

57.28%     58.74%     1.46%      56.78%     1.96%      

908,565    941,797    33,232     914,703    27,094     中小企業等貸出金残高

28年3月末 29年3月末 増減 28年9月末 増減

（A） （B） （B）－（A） （C）

住 宅 ロ ー ン 残 高 459,612    467,963    8,350      465,153    2,810      

消 費 者 ロ ー ン 残 高 480,261    492,066    11,804     487,589    4,476      

（A） （B） （B）－（A） （C） （B）－（C）

増減 28年9月末

（百万円）

（百万円）

（百万円）

（百万円）

（百万円）
増減

1,666      

（B）－（C）
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